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本庄市健康づくり推進協議会条例と総合計画審議会条例の統合について 

 

【統合の目的】 

 本庄市健康づくり推進協議会条例（平成１８年１月施行、以下「協議会条例」という。）

は、昭和５３年に国の指針である「第一次国民健康づくり運動」を基に、各市町村におい

て、市町村保健センターの整備推進や保健師の確保、健康診査の充実等を図ることを目的

に制定され、制定当時の協議会は、それら目的を協議事項として活動しておりましたが、

現在、活動できていない状況です。 

また、国指針の「国民健康づくり運動」は、現在は名称変更され、「健康日本２１（第３

次）」として、令和６年度から令和１７年度を計画期間として、国民の健康づくりを推進し

ております。 

 これを受け本市では、「本庄市健康づくり推進総合計画審議会条例（平成２６年３月施

行、以下「審議会条例」という。）」を制定し、審議会では「健康日本２１」、「食育基本

法」、及び「歯科口腔保健の推進に関する法律」に基づきご審議いただき、平成２７年度に

市民の健康の保持及び増進に関する総合的な計画として、「本庄市健康づくり推進総合計画

（以下、「総合計画」という。）」を策定いたしました。 

現在、「第３期総合計画」を策定するため、令和６年度から２か年で、委員の皆様に審議

していただいております。 

審議会条例では「当計画策定に関する事項について審議し、市長に答申する」ことが所

掌事務となっており、総合計画の進捗管理や調査研究については、所掌事務に含まれてお

りませんが、総合計画の計画期間中に、本市の健康に関する現状と課題や、総合計画の進

捗管理について、今後は行政だけでなく、市民、関係団体が一体となり、さらなる評価、

検証する必要があるものと考えております。 

そのため、「第三期総合計画」の策定を契機に、協議会条例に審議会条例を統合し、下記

所掌事項を協議会の所掌事務として、さらなる市民に対する健康づくり推進のあり方につ

いて、市民の代表、また関係団体の代表である委員の皆様に検証していただくとともに、

ご意見を伺って参りたいと考えています。 

 つきましては、協議会条例と審議会条例の統合について、ご協議を依頼いたします。 
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【所掌事項】 

協議会は、市長の諮問に応じ、次に揚げる事項について、調査及び審議し、市長に答申

するものとする。 

①本庄市健康づくり推進総合計画の策定に関すること。 

②本庄市健康づくり推進総合計画の進行管理に関すること。 

③本庄市健康づくり推進総合計画の推進に係る調査研究に関すること。 

④その他市民の健康づくりの推進に関し、市長が必要と認めること。 

 

【委員構成（１５名以内）】        

選出区分 

 保健医療団体の者 

 学識経験のある者 

 地域団体の者 

 公募による市民 

関係行政機関の職員 

 

【委員の任期】 

委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

【スケジュール等】 

 令和８年度から毎年度      協議会：年１回程度 

庁内委員会：年１回程度 

  

中間見直し、計画更新２年前 協議会：年２回～３回 

              庁内委員会：年２回～３回 

  

 

 


